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医療法人社団 響 

さくら定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重要事項説明書 
 

 

 

 

 

当事業所はご契約者に対して定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスを提供します。 

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のと

おり説明します。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が 

対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 
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当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（札幌市指定 第 0190500967号） 
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さくら定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重要事項説明書 

 

１．事業者 

（１）法 人 名    医療法人社団 響 

（２）法人所在地    札幌市白石区東札幌４条４丁目１番１８号 

（３）電 話 番 号    ０１１－８２７―７７７１ 

（４）代表者氏名    理事長 中畑 功 

（５）設 立 年 月    平成１８年８月１日 

（６）ホームページアドレス  http://www.sakurame.dc.com/ 

 

２．事業の目的と運営方針 

居宅要介護者（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項に規定する居

宅要介護者をいう。以下同じ）に対し、利用者が可能な限りその居宅において、その

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう定期巡回･随時対応型訪

問介護看護サービスを提供する事を目的とします。 

（１）要介護状態にある方に対し、適正な訪問介護を提供することにより要介護状態の

維持、改善を目的とし、目標を設定して計画的にサービスを提供します。 

（２）関係市町村、地域の保護･医療・福祉サービスと連携を図り、総合的なサービスの

提供に努めます。 

 

３．事業所の概要 

（１）事業所の種類  地域密着型定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 

平成２５年１０月１日指定 札幌市第０１９０５００９６７号 

（２）事業所の名称  さくら定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（３）事業所の所在地   札幌市白石区東札幌４条４丁目１番１８号 

（４）電 話 番 号    ０１１－８２７－７７５０    

（５）ＦＡＸ番 号  ０１１－８２７－７７６０ 

（６）事業管理 者  藤田 悟司 

（７）事業開始年月    平成２５年１０月１日 

（８）連携する指定訪問看護事業所の名称・所在地 

１）さくら訪問看護ステーション  札幌市白石区東札幌４条４丁目１番１８号 

２）プラーク訪問介護ステーション 札幌市西区西野１条１丁目１０－２６ 

                 オークヒルズ‘８９ １０５号室 

 

 

 

 

- 
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４．事業実施地域及び営業時間 

（１）事業の実施地域は、札幌市白石区、豊平区、南区、中央区とする。 

（２）営業日及び営業時間      

営 業 日 ３６５日 

受付時間 オペレーターによる、２４時間の常時電話連絡が可能な体制です。  

（３）第三者評価の受審   なし 

 

５．職員の体制 

  当事業所では、ご契約者に対して定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスを提

供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。＞ 

職種  職務の内容 

１．事業管理者 １名 管理業務 

２．オペレーター ３名以上 随時訪問介護業務兼務 

３．計画作成責任者 １名以上 
連絡調整・事業調整・介護計画 

作成・訪問介護業務 

４．随時訪問介護員 ７名以上 
訪問介護業務（オペレーター兼務、

内１名以上計画作成業務） 

定期訪問介護員 ７名以上 
訪問介護業務（内１名以上計画作

成業務） 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  当事業所では、ご契約者のご家庭に訪問し、サービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 

（１）オペレーションセンターサービス 

あらかじめ利用者の心身の状況、環境等を把握したうえで、随時利用者又はその

家族からの通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行う。緊急の通報を受けて適

切な対応を取ります。 

（２）定期巡回サービス 

利用者の尊厳を保ち、可能な限り在宅での生活を送ることが出来るよう、居宅サ

ービス計画に沿って、定期的にサービスを提供します。入浴、排泄、食事の介助や

日常生活上の援助を行います。 

（３）随時対応サービス 
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利用者に対し、２４時間対応可能な窓口を設置し、当該窓口に利用者からの電話

回線その他の通信装置等による連絡または通報等を受け、内容に応じて相談や訪問

等の対応をいたします。 

 

（４）訪問看護サービス 

看護師等が利用者の居宅を訪問して行う療養上の世話又は診療の補助をいいます。 

なお、訪問看護サービスは、３－（７）の指定訪問看護事業所と当事業所が連携

して提供します。 

（５）その他のサービス 

居宅介護支援事業者及び他の介護サービス事業者などへの連絡、調整を行います。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画書の作成。必要に応じて、サービス内容

の変更を柔軟に行います。 

＜サービス利用料金＞（契約書第７条参照） 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護料（介護保険給付サービス利用者負担）は、

介護度により異なります。以下は 1カ月当たりの自己負担です。通所介護を利用さ

れる方には、別途減算があります。 

（２）ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を

いったんお支払いいただきます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が

介護保険から払い戻されます（償還払い）。 

また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払

いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した

「サービス提供証明書」を交付します。         

介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者

の負担額を変更します。 

 

介護度数 単位数 

連携型事業所  

介護分を評価 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

要介護１ 5,446単位／月 5,561円 11,121円 16,681円 

要介護２ 9,720単位／月 9,925円 19,849円 29,773円 

要介護３ 16,140単位／月 16,479円 32,958円 49,437円 

要介護４ 20,417単位／月 20,846円 41,692円 62,538円 

要介護５ 24,692単位／月 25,211円 50,421円 75,632円 

注）訪問看護サービスを利用する場合は、別途、連携する指定訪問看護事業所に対する 

利用料金が発生します。 
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（３）加算料金について 

初期加算利用を開始した日から起算して３０日以内の期間については、初期加算

として 1日につき３０単位を加算する。 

内容 単位数 利用料金 
自己負担

割  合 
自己負担額 

初期加算 30単位/日  306円 

１割負担 31円 

２割負担 62円 

３割負担 92円 

サービス体制強化

加算(Ⅰ)ロ 
750単位/月  7,657円 

１割負担 765円 

２割負担 1,531円 

３割負担 2,297円 

総合マネジメント

体制強化加算 
1,200単位/月 12,252円 

１割負担 1,226円 

２割負担 2,451円 

３割負担 3,676円 

介護職員処遇改善

加算Ⅳ 

介護報酬総単

位数 145/1000 

１単位を 10.21

円として計算 

左記額の１割から３割

に相当する額 

（４）月途中からの利用開始日や、月途中での利用中止の場合日割り日額を乗じた利用

料となります。 

（５）ケアコール機は事業所から貸し出します。 

（６）ケアコール端末機の故障・紛失・水没等については、利用者の故意又は過失に起

因するものに関しては利用者負担となります。それ以外の故障や電池の交換につい

ては、事業者の負担となります。 

 

７．苦情の受付について（契約書第２６条参照） 

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口 さくら定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 管理者 

○受付時間   毎週月曜日～金曜日 ９：００～１８：００ 

○電話番号   ０１１－８２７－７７５０ 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

札幌市保健福祉局保健福祉部 

介護保険課 

所 在 地 札幌市中央区北１条西２丁目 

電話番号 ０１１－２１１－２５４７ 

北海道国民健康保険団体連合会 
所 在 地 札幌市中央区南２条西１４丁目 

電話番号 ０１１－２３１－５１６１ 

北海道福祉サービス運営適正化委員会 
所 在 地 札幌市中央区北２条西７丁目２７ 

電話番号 ０１１－２０４－６３１０ 
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８．介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

＜サービスの概要と利用料金＞  

（１）交通費 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用さ

れる場合は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費をいただきます。 

①  通常の実施地域を超えた地点から片道１０㎞未満 ５００円 

②  通常の実施地域を超えた地点から片道１０㎞以上  １，０００円 

 

（２）利用料金のお支払い方法 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌 

月２０日(土・日・祝祭日の場合は翌営業日)までに以下のいずれかの方法でお支払

い下さい。（１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づ

いて計算した金額とします。） 

・指定口座への振り込み（金融機関：北海道銀行・北陸銀行・北洋銀行） 

（３）利用の中止、変更、追加（契約書第１０条参照） 

１）利用予定日の前に、ご契約者の都合により、訪問介護サービスの利用を中止、 

変更、又は新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサー 

ビスの実施日の前日までに事業者に申し出て下さい。 

２）サービス利用の変更・追加の申し出に対して、訪問介護員の稼働状況により契 

約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約

者に提示して協議します。 

 

９．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う訪問介護員 

サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。 

ただし、実際のサービス提供にあたっては、複数の訪問介護員が交替してサービ 

スを提供します。 

（２）訪問介護員の交替 

①ご契約者からの交替の申し出 

選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不

適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対

して訪問介護員の交替を申し出ることができます。ただし、ご契約者から特定

の訪問介護員の指名はできません。 

②事業者からの訪問介護員の交替 

事業者の都合により、訪問介護員を交替することがあります。 

訪問介護員を交替する場合は契約者及びその家族等に対してサービス利用上

の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 
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（３）サービス実施時の留意事項 

①定められた業務以外の禁止 

契約者は「６．当事業所が提供するサービス」で定められたサービス以外の業 

務を事業者に依頼することはできません。 

②訪問介護サービスの実施に関する指示・命令 

訪問介護サービスの実施に関する指示・命令はすべて事業者が行います。但し、 

事業者は訪問介護サービスの実施にあたって契約者の事情・意向等に十分に配 

慮するものとします。 

③備品等の使用 

訪問介護サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無 

償で使用させていただきます。訪問介護員が事業所に連絡する場合の電話等も 

使用させていただきます。 

（４）サービス利用に当たっての留意事項 

   ①利用者又はその家族は、体調の変化があった際には事業所の従業者にご一報く 

ださい。 

②緊急時の随時訪問を確実に行うため、合鍵をお預かりします。合鍵はキーボッ

クスにて厳重に保管致します。 

③従業者に対する贈物や飲食のもてなしは、お受けできません。 

（５）サービス内容の変更（契約書第１４条参照） 

サービス利用当日に、ご契約者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施 

ができない場合には、サービス内容の変更を行います。 

（６）訪問介護員の禁止行為（契約書第１５条参照） 

訪問介護員は、ご契約者に対する訪問介護サービスの提供にあたって、次に該当 

する行為は行いません。 

①医療行為 

②ご契約者もしくはその家族等からの金銭又は高価な物品の授受 

③ご契約者の家族等に対する訪問介護サービスの提供 

④飲酒及びご契約者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

⑤ご契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

⑥その他契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

 

１０．非常災害対策 

事業者は、非常災害その他の事態に備え、必要な設備を備えるとともに、常に関 

係機関と連絡を密にし、取るべき措置についてあらかじめ防災計画に基づき、従業 

者等の訓練を行います。 
 

１１．緊急時の対応（契約書第２７条参照） 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速や 

かに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指 
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定する連絡先にも連絡します。 

主 治 医：氏名、所属医療機関名等・所在地・電話番号（勤務先及び携帯） 

家族等連絡先：氏名及び続柄、住所、電話番号、（自宅、勤務先及び携帯） 

対応可能な時間：２４時間対応可能な体制を確保しております。 

 

１２．事故発生時の対応（契約書第２７条参照） 

サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族、市町村、関係医療機関等 

への連絡を行うなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置につ 

いて記録し、賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

１３．守秘義務に関する対策（契約書第１７条参照） 

事業者及び従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保守致します。 

また退職後においてもこれらの秘密を保守するべき旨を、従業者との雇用契約の 

内容としています。 

 

１４．利用者の尊厳 

利用者の人権・プライバシー保護のため業務マニュアルを作成し、従業者教育を 

行います。 

 

１５．高齢者虐待防止 

   事業者は利用者等の人権の擁護・虐待防止等のために、以下の必要な措置を講じ 

る。 

（１）虐待防止に関わる責任者は管理者とする。 

（２）事業所内や委員会主催の研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識、技術 

の向上に努める。 

（３）従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整備し、従業者が利用 

者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努める。 

（４）虐待等の発見時における、行政及び関係機関への通報 

 

１６．身体的拘束等の禁止 

 事業者は、身体的拘束その他の行動を制限する行為（以下「身体的拘束」とい 

う。）を行わない。ただし、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する 

ため緊急やむを得ない場合は除く。 

（１）身体的拘束等を行う場合には、あらかじめ利用者の家族に、利用者の心身の状況、 

緊急やむを得ない理由、身体的拘束等の様態及び目的、身体的拘束を行う時間、期 

間等の説明を行い、同意を文章で得た場合のみ、その条件と期間内においてのみ行 

うことができる。 
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（２）身体的拘束を行う場合には、管理者、オペレーションセンター従業者、訪問介 

護員等により検討会議を行う。また、経過観察記録を整備する。 

 

１７．協力医療機関 

事業者は、下記の医療機関や歯科診療所にご協力をいただき、利用者の状態が急

変した場合等には、速やかに対応をお願いするようにしています。 

＜協力医療機関＞ 

名  称 さくら内科クリニック 

住  所 札幌市白石区東札幌４条４丁目１番１８号２Ｆ 

 

名  称 さくら歯科クリニック 

住  所 札幌市白石区東札幌４条４丁目１番１８号１Ｆ 

 

名  称 コクア澄川調剤薬局 

住  所 札幌市南区澄川３条３丁目４番１０号 佐久間ビル１Ｆ 

 

   年   月   日 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重

要事項の説明を行いました。 

（事業者）住 所 札幌市白石区東札幌４条４丁目１番１８号 

名 称 医療法人社団 響  

代表者 理事長 中畑 功 ㊞ 

（説明者）さくら定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 

職・氏名                 ㊞ 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護サービスの提供開始に同意しました。 

 

（利用者）住 所                         

 

氏 名                 ㊞ 

 

※ この重要事項説明書は、厚生省令第３０号（平成２４年３月１３日）第３条の７ 

の規定に基づき、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したもの 

です。 
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

 

１．契約締結からサービス提供までの流れ 

（１）ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「居宅サービス計画

（ケアプラン）」がある場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成する「訪問介護計画」に定

めます。契約締結からサービス提供までの流れは次の通りです。（契約書第 3条参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ご契約者に係る「居宅サービス計画（ケアプラン）」が作成されていない場合のサービス提供

の流れは次の通りです。 

①要介護認定を受けている場合

②訪問介護計画は、居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合、

もしくはご契約者及びその家族等の要請に応じて、変更の必要があるか

どうかを確認し、変更の必要のある場合には、ご契約者及びその家族等

と協議して、訪問介護計画を変更します。  

 

③訪問介護計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付

し、その内容を確認していただきます。  

 

①訪問介護計画の原案について、ご契約者及びその家族等に対して説明

し、同意を得たうえで決定します。  

 

○居宅介護支援事業者の紹介等必要な支援を行います。
○訪問介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。
○介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払いいただ
きます。（償還払い）

○作成された居宅サービス計画に沿って、訪問介護計画を変更し、それに基づき、ご契
約者にサービスを提供します。
○介護保険給付対象サービスについては、介護保険の給付費額を除いた料金（自己負
担額）をお支払いいただきます。

居宅サービス計画（ケアプラン）の作成
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②要介護認定を受けていない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．サービス提供における事業者の義務（契約書第 13条） 

当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、ご契約者又はその家族等から聴取、

確認します。 

③サービスの提供にあたって、緊急時の連絡先として主治医を確認するなど、医師・医療機

関への連絡体制の確保に努めます。 

④ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、2 年間保管するとともに、ご契約者

又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

⑤サービス実施時に、ご契約者に病状の急変等が生じた場合は、速やかに主治医への連絡

○ 要介護認定の申請に必要な支援を行います。 

○ 訪問介護計画を作成し、それに基づき、ご契約者にサービスを提供します。 

○ 介護保険給付対象サービスについては、利用料金をいったん全額お支払い頂きま

す。（償還払い） 

居宅サービス計画の作成 

○居宅サービス計画（ケア

プラン）を作成して頂きま

す。必要に応じて居宅介護

支援事業者の紹介等必要

な支援を行います。 

要介護と認定された場合 

○ 本契約は終了しま

す。 

○ 地域包括支援セン

ター（介護予防支援

事業者）への紹介を

行います。 

 

要支援と認定された場合 自立と認定された場合 

○ 契約は終了しま

す。 

○ 既に実施された

サービスの利用

料金は全額自己

負担となります。 

 

○ 作成された居宅サービ

ス計画に沿って、訪問介

護計画を変更し、それに

基づき、ご契約者にサー

ビスを提供します。 

○ 介護保険給付対象サー

ビスについては、介護保

険の給付費額を除いた

料金（自己負担額）をお

支払い頂きます。 

介護予防サービス計画の作成 
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を行う等の必要な措置を講じます。 

⑥事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得たご契

約者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。（守秘義務） 

・  ただし、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご契約者の

心身等の情報を提供します。 

・  サービス担当者会議など、契約者に係る他の居宅介護予防支援事業者等との連携を図るなど正

当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た上で、契約

者又はその家族等の個人情報を用いることができるものとします。 

 

 

３．損害賠償について（契約書第２１条） 

   事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠償し、

守秘義務に違反した場合も同様といたします。 

ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置

かれた心身の状況等を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を減じる場合

があります。 

 

４．合鍵の管理等について 

① 随時対応の緊急訪問が適切に行えるように合鍵を預かります。預かった鍵は、事業所のキー

ボックスに厳重保管いたします。 

② 合鍵の紛失、盗難等の事故が起きた場合はすみやかに対処し、ご通知いたします。 

③ サービス終了時や返却のご要望があった場合はすみやかに返却いたします。 

④ スペアキー作成の必要がある場合、費用は利用者負担となります。 

⑤ 合鍵の預かりの同意を、鍵預書にて行います。 

 

５．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までですが、契約期

間満了の２日前までに契約者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に同じ条件で更新

され、以後も同様となります。 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、

仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。（契約書第 23

条参照） 

 

①ご契約者が死亡した場合 

②要介護認定又は要支援認定によりご契約者の心身の状況が要支援又は自立と判定された

場合 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 
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⑤当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

 

（１）ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第 23条、第 24条参照） 

 契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約を解約することができます。その場合には、

契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② ご契約者が入院された場合 

③ ご契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める訪問介護サービスを

実施しない場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を

傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第 24条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ

た場合 

②ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定めた催

告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者

等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

（３）契約の終了に伴う援助 

   契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必

要な援助を行うよう努めます。 


